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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３．平均臨時雇用者数については、前連結中間会計期間及び前連結事業年度以前における総数が、連結従業員数の100分の10

未満であったため記載を省略しております。 

回次 第89期中 第90期中 第91期中 第89期 第90期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 43,966 50,538 39,705 102,903 87,040

経常利益（百万円） 671 3,330 383 4,094 3,810

中間（当期）純利益（百万円） 254 1,842 235 2,296 1,631

純資産額（百万円） 24,761 28,332 28,040 26,659 27,960

総資産額（百万円） 51,350 54,818 53,181 57,555 51,603

１株当たり純資産額（円） 1,031.58 1,180.45 1,168.48 1,108.37 1,162.75

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

10.59 76.77 9.83 93.34 65.65

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 48.2 51.7 52.7 46.3 54.2

営業活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

3,631 7,232 △ 223 9,366 4,560

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

△  419 △ 855 △ 1,728 △ 2,655   △ 5,352

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー（百万円） 

1,658 253 △ 395 397 △  105

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（百万円） 

7,035 15,893 6,023 9,240 8,373

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（人） 

2,055 
  

2,209
  

2,848
（602)

2,165 
  

2,868
（457)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．「1株当たり純資産額」、「1株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益」につ

いては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３．平均臨時雇用者数については、前中間会計期間及び前事業年度以前における総数が、従業員数の100分の10未満であった

ため記載を省略しております。 

回次 第89期中 第90期中 第91期中 第89期 第90期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 41,484 49,748 38,259 98,455 84,741

経常利益（百万円） 794 3,240 473 3,747 3,713

中間（当期）純利益（百万円） 398 1,746 339 2,018 1,553

資本金（百万円） 8,457 8,457 8,457 8,457 8,457

発行済株式総数（千株） 24,015 24,015 24,015 24,015 24,015

純資産額（百万円） 26,182 29,228 29,081 27,693 28,904

総資産額（百万円） 50,534 53,964 53,147 57,471 49,097

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

5.00 6.00 6.00 11.00 12.00

自己資本比率（％） 51.8 54.2 54.7 48.2 58.9

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（人） 

1,494 1,462
1,709
（116)

1,471 
1,770
（144)



２【事業の内容】 

 当社の企業集団は、当社、親会社および子会社8社で構成しております。 

 当社の親会社である富士通㈱はインターネットを核としたＩＴ産業のリーディングカンパニーとして製品およびサービスの開

発・製造ならびに販売を行なっている富士通グループを形成しております。 

 当社は金融・自動機、営業店端末、公営競技関連機器(トータリゼータ端末)およびＰＯＳなどの製品を親会社および同グルー

プに納入しているほか、当社自主製品として表示装置およびモバイル決済端末などを販売しております。 

 そのような環境のなかで、当社グループは、富士通㈱との事業統合などによって、ハードの開発・製造、システム開発から運

用などのサービス提供まで一貫した新体制を構築し、本年4月より新たにスタートいたしました。 

 海外子会社である韓国のFKM Co., Ltd. は、金融端末機器(ＡＴＭ,ＣＤ)の開発、製造、販売および保守を、FUJITSU DIE-TECH 

CORPORATION OF THE PHILIPPINES は、メカコンポーネントのローコスト化製品、ハードディスク用加工部品および金型の製造販

売を行ない、中国の富士通先端科技(上海)有限公司では金融機関向け通帳プリンタや空港向けフライト情報表示装置の販売を行

なっております。 

 国内の子会社につきましては㈱ライフクリエイトは、当社工場の施設管理ならびに従業員への福利厚生事業および人材派遣業

を行なっており、富士通フロンテックカストマサービス㈱は表示システムの設置工事および保守のほか表示ユニットの販売を行

なっております。また、㈱プロダクトサービスエンタープライズはコンシューマ製品のリペアサービスを事業としており、一次

診断、簡易修理、評価を行なっております。 

 また、本年2月1日に、当社子会社となった㈱富士通フロンテックシステムズは、ソフト開発会社であり、ミドルウェアや組込

ソフト、パッケージソフトウェア等の開発、販売を行なっております。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含ん

でおります。）であります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているものでありま

す。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含んでおりま

す。）であります。 

  平成17年９月30日現在

事業部門 従業員数（人）

金融システム 1,347 (418) 

流通システム 355 (23) 

産業・公共システム 462 (94) 

ソフト・サービス 583 (52) 

全社（共通） 101 (15) 

合計 2,848 (602) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,709 (116) 



(3)労働組合の状況 

 当社の労働組合は全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会に属し、組合員は1,202名であります。 

 なお、労使関係は良好であります。 

  



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

  

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景として引き続き底堅い動きを見せる一方で、原油価格の

高騰などマイナス要因も多く、景気の回復は緩やかなものに留まりました。 

 当中間連結会計期間の業績につきましては、事業統合の効果によってソフト・サービス事業が伸長いたしましたが、前年上

期で新紙幣関連特需が終息し、既存の主な事業領域で次期システム更改までの端境期となったことなどから、連結受注高

44,707百万円(前年同期比13.6％減）、連結売上高39,705百万円(同21.4％減)となりました。損益につきましては、連結営業利

益832百万円（同78.2％減）、連結経常利益383百万円（同88.5％減）、連結中間純利益235百万円（同87.2％減）となり、「も

のづくり革新活動」による生産の合理化をはじめ、経営全般の効率化を進めたことにより期初計画は上回ることができました

が、新紙幣対応が集中した前年同期の業績には及びませんでした。 

 今後とも、ソフト・サービスビジネスの拡大、グローバルビジネスの強化に取り組むとともに、手のひら静脈認証、ＲＦＩ

Ｄ*1などの新規領域での事業活動を積極的に展開してまいります。さらに、ハードウェアとソフトウェアおよびサービスが一

体となったワンストップソリューションの提供に努め、事業統合によるシナジー効果を磐石なものとして業績の向上に努めて

まいります。 

*1 ＲＦＩＤ（Radio Frequency Identification）タグ：記憶装置と無線通信の機能を持つタグ（付け札）。無線タグ。 

  

 当中間連結会計期間における部門別の概況は次のとおりであります。 

[金融システム部門] 

 金融システム部門につきましては、キャッシュカードなどの偽造犯罪対策として金融機関を中心にセキュリティ強化システ

ムの導入気運が高まっております。また、営業店端末では、地方銀行、信用金庫などでシステム更改に向けた動きが活発化し

てきております。 

そのような状況のなか、当社グループは、セキュリティ製品の主力である手のひら静脈認証装置をはじめ、イメージ処理機能

の強化や作業効率の向上を追求した製品を投入いたしました。その結果、営業店端末の受注・売上は伸長いたしましたが、自

動機やトータリゼータ端末において前年度上期まで続いた新紙幣対応の終息による需要の落ち込みを補うまでには至らず、連

結受注高は19,066百万円(前年同期比47.0％減）、連結売上高は18,299百万円(同49.3％減)となりました。 

 自動機関連では、手のひら静脈認証装置を搭載したＡＴＭの拡販を推進するとともに、暗証番号や払出限度額の変更、

キャッシュカードのＩＣ化などセキュリティ強化を実現するシステムインテグレーションの提供を進めました。 

 営業店端末では、次期システム導入需要の本格化に向け、セキュリティ対策のほか、金融機関窓口業務にかかる処理時間の

短縮や事務量の削減ニーズに対応する製品を投入し、売上が伸長いたしました。 

 公営競技関連では、新紙幣特需の終息に加え、トータリゼータ端末の需要が一巡したことから端境期となり、売上は減少い

たしました。そのなかで、機器の取引形態を多様化するなどきめ細かな営業を展開し、売上の確保に努めました。 

 メカコンポーネント関連では、富士通㈱とＮＣＲコーポレーションとの事業提携に伴い開発したＡＴＭ搭載メカユニットの

供給が本格化し、実績に寄与しております。 

 また、硬貨還流機などにおける開発・製造委託関係をさらに深めていくため、本年9月、㈱高見沢サイバネティックスに資本

参加し、ノウハウ・技術力を相互に補完・活用するとともに、より高品質な機器の提供と新たな事業分野の開拓、ならびに市

場競争力の強化を図ってまいります。 

  

[流通システム部門] 

 流通システム部門につきましては、流通業界を取り巻く環境は依然として厳しい状況で推移しておりますが、2000年問題を

契機に導入されたＰＯＳシステムが更新期を迎え、需要は上向きつつあります。 

 このような状況のもと、低価格化が進む市場での競争力を確保するため徹底したコストダウンを実施するとともに、クレ

ジットカードのＩＣ化やＲＦＩＤを利用したシステム導入のニーズに対応する新製品の開発を推進いたしました。さらに、海

外ビジネスへの取組み強化などによって業績の向上に努めました結果、連結受注高は8,744百万円(前年同期比27.8％増）、連

結売上高は8,276百万円(同24.3％増)を計上することができました。 

 ＰＯＳシステム関連では、北米など海外での実績と国内で培った流通システムのノウハウを融合し、国内の店舗環境に最適

化したセルフチェックアウトシステム*2の販売を開始いたしました。海外仕様に比べ小型化し、現金の入出金を還流型とした

ほか、多方向からのスキャンを可能にすることで生鮮食料品のバーコード読込を容易にするなど操作性と機能の向上を実現し



ております。 

 モバイル端末関連では、高速無線ＬＡＮを搭載し耐衝撃性にも優れたノートタイプのTeamPad7500Wが、その操作性と機能に

高い評価をいただき、売上に寄与しております。また、大容量バッテリにより長時間運用を可能にしたTeamPad500シリーズ

で、メーター検針用の専用機を開発しご採用いただきました。無線を内蔵したＰＤＡ*3タイプのハンディターミナルMultiPad

には、130万画素の高画質カラースキャナを搭載したタイプを新たに投入いたしました。 

*2 セルフチェックアウト：来店した顧客が商品のレジ登録、代金支払などの操作を店員の介在なくセルフサービスで行なう仕

組み。 

*3 ＰＤＡ(Personal Digital Assistance)：個人用の携帯情報端末。手のひらサイズで、パソコンの持つ機能のいくつかを搭

載したもの。 

  

[産業・公共システム部門] 

 産業・公共システム部門につきましては、景気が回復基調にあるなかで、せりや医療関連では需要が活発化するなど明るい

兆しが見られるものの、依然として市場環境は厳しい状況が続いております。そのなかで、一層のコストダウンを推進すると

ともに、ビジネス分野の選択と集中を図り、業績の維持に努めましたが、前年度上期に空港向け情報表示装置など大型案件の

売上が集中したことから、連結受注高は3,663百万円(前年同期比7.6％減）、連結売上高は2,747百万円(同21.3％減)となりま

した。 

 当部門の主な売上につきまして、表示分野では、情報システム関連で、端末から制御装置の間を高速ネットワークで繋いだ

中古車せり会場向け新システムが、売上に寄与しております。また、独自開発のマルチカラー液晶ユニットを使用した通信指

令システム用情報表示装置を消防署向けに納入し、好評を博しております。このほか、施設の稼動状況などの情報をもとに最

適な制御や表示を行なう斎場運営支援システムを製品化し、公営斎場にご採用いただきました。交通関連では、中国の広州国

際空港にフライト情報表示装置を納入いたしました。 

 工機分野では、各種合金などの難削材、高硬度材の精密切削技術やスーパー繊維素材の高精度加工技術など永年の経験から

培ったノウハウが評価され、堅調に推移しております。 

  

[ソフト・サービス部門] 

 ソフト・サービス部門につきましては、本年2月1日、富士通㈱・当社および同日付で当社子会社となった㈱富士通フロン

テックシステムズのＡＴＭ・ＰＯＳなどのＳＥ部門を統合し、ソフト・サービス事業本部を新設いたしました。これにより、

ハードの開発・製造を主体としたビジネスにソフトウェア事業を加え、システム開発からサービス業務まで一貫した体制を構

築いたしました。 

 この体制のもと、従来から行なっていたＬＣＭ(ライフサイクルマネジメント)、リペアビジネスなどのほか、ＰＯＳのヘル

プデスクなど新たなサービスの提供を開始いたしました。また、統合によって結集したＳＥパワーを活かし、携帯電話など情

報機器向けのエンベデッド(組込み)システムの開発や、手のひら静脈認証やＲＦＩＤなど新技術を駆使した新たなソリュー

ションビジネスを展開いたしました。この結果、統合効果も重なり、連結受注高は13,232百万円(前年同期比166.9％増）、連

結売上高は10,382百万円(同141.0％増)を計上することができました。 

 主な実績といたしまして、金融関連では、ｅ－文書法への対応およびＴＣＯ*4低減のニーズのもと、セキュリティ、イメー

ジ処理などの技術を採用した新システム構築の受注活動を積極的に推進いたしました。セキュリティ関連では、手のひら静脈

認証技術を利用した入退室システムが、マンション、オフィスなど様々なフィールドで利用され、反響を呼んでおります。ま

た、ＵＨＦ帯ＲＦＩＤタグの技術を応用した重要書類管理ソリューションを商品化し、提供を開始いたします。このような先

進技術を活用したソリューションをソフト・サービスビジネスの主力とするため、一層の拡販とラインナップの拡充を推進し

ております。 

 サービス関連では、コンビニエンスストア向けおよび金融機関向けＡＴＭアウトソーシングサービスが堅調な売上をあげて

おります。 

*4 ＴＣＯ(Total Cost of Ownership)：企業が情報システムを導入・運用する際にかかる直接・間接の費用 

  

（注）今般のソフト・サービス事業統合に伴い、事業内容の区分を従来の金融・自動機部門、流通部門および表示・工機部門

から、金融システム部門、流通システム部門、産業・公共システム部門およびソフト・サービス部門にそれぞれ変更し

ております。また、過年度分について当中間連結会計期間と比較可能となるよう組替え表示を行なっております。 

  

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 日本 



 国内におきましては、事業統合の効果によってソフト・サービス事業が伸長いたしましたが、前年上期で新紙幣関連特需

が終息し、また、既存の主な事業領域で次期システム更改までの端境期となったことなどから、売上高は38,465百万円（前

年同期比23.1％減）となりました。損益につきましては「ものづくり革新活動」による生産の合理化をはじめ、経営全般の

効率化を進めてまいりましたが、営業利益は1,760百万円にとどまりました。 

② アジア 

 アジアにつきましては、韓国・中国では前年同期の水準を維持いたしましたが、日本国内の新紙幣関連特需の終息にとも

ない、フィリピンの子会社が供給している金融端末用ユニットの生産が減少したことなどにより、売上高3,910百万円（前年

同期比16.2％減）となりました。損益につきましてはローコスト調達の拡大などを推進いたしましたが、営業利益は1百万円

にとどまりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間における財政状況につきましては、たな卸資産の増加等により現金及び現金同等物中間期末残高 

6,023百万円(前年同期比 9,869百万円減)となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりであります。 

[営業活動によるキャッシュ・フロー] 

  営業活動の結果、使用した資金は 223百万円（前年同期は7,232百万円の獲得)となりました。 

  これは主に減価償却費 1,488百万円、売上債権の減少 471百万円および税金等調整前当期中間純利益402百万円を計上し

たことにより資金の獲得となりましたが、たな卸資産の増加 2,478百万円により資金を使用したことによるものであり

ます。 

[投資活動によるキャッシュ・フロー] 

  投資活動の結果、使用した資金は 1,728百万円（前年同期は855百万円の使用）となりました。 

  これは主に有形固定資産の取得 639百万円（社内製造用金型 396百万円）、無形固定資産の取得 776百万円（販売用ソ

フトウェア525百万円）および新製品開発と新事業分野の開拓を目的として購入いたしました株式367百万円によるもの

であります。 

[財務活動によるキャッシュ・フロー] 

  財務活動の結果、使用した資金は395百万円（前年同期は253百万円の獲得）となりました。 

  これは主に配当金の支払い 143百万円 および 子会社の短期借入金の返済 250百万円によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の生産実績、受注状況、販売実績の部門別内訳につきましては、当連結会計年度より一部、部門間において取扱い

製品の変更があり、前連結会計年度を当連結会計年度と比較可能となるよう遡及して記載しております。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対す

る割合は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 金額（百万円） 前年同期比（％） 

金融システム 17,594 49.1 

流通システム 8,352 122.5 

産業・公共システム 3,112 86.5 

ソフト・サービス 10,465 207.2 

合計 39,525 77.0 

事業部門別 
受注高 
（百万円） 

前年同期比
（％） 

受注残高
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

金融システム 19,066 53.0 3,421 68.4 

流通システム 8,744 127.8 1,138 140.0 

産業・公共システム 3,663 92.4 2,933 109.6 

ソフト・サービス 13,232 266.9 3,629 453.1 

合計 44,707 86.4 11,123 119.7 

事業部門別 金額（百万円） 前年同期比（％） 

金融システム 18,299 50.7 

流通システム 8,276 124.3 

産業・公共システム 2,747 78.7 

ソフト・サービス 10,382 241.0 

合計 39,705 78.6 

相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

富士通株式会社 43,567 86.2 31,252 78.7 



３【対処すべき課題】 

 今後のわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投意欲が前向きに転じたほか、デジタル家電を中心に個人消費が活発化す

るなど、景気回復の兆しが見られる一方で、イラク問題の長期化や原油価格の高騰に象徴されるように、依然として先行き不透

明感が残る状況が続くものと思われます。そのため、価格・品質・サービスなどあらゆる面で生き残りをかけた競争は一層激し

さを増していくものと推測されます。 

 このような状況のもとで、当社グループはお客様の最前線、技術の最先端でＩＴと人との接点となるヒューマン・インター

フェース製品とソリューションを提供するとともに、「人と社会」を結びつける製品とサービスの創造に向け、引き続きチャレ

ンジをしてまいります。 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はございませんが、製品開発面では、セ

キュリティ技術、イメージ処理技術などを活かし、信頼性と独自性の高い製品の供給に注力するとともに、需要が高まるＩＣ

カード、ＵＨＦ帯域の開放により市場拡大が見込まれるＲＦＩＤタグの分野で製品ラインナップの整備を進めてまいります。 

 サービス面では、銀行ＡＴＭのすべての業務を一括して受託する、日本初のＡＴＭアウトソーシングサービスの充実に努めて

まいります。 

 営業面では、自主ビジネスの強化を進め、特に中国市場において、さらなる拡販を図ってまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間の研究開発費総額は2,276百万円を計上いたしました。 

 金融システム関係では、自動機関連で、小型化により取付け自由度を高めたうえに性能を強化した第二世代の手のひら静脈認

証装置を開発し、これを搭載したＡＴＭを製品化いたします。また、手のひら静脈データをFeliCa*対応携帯電話に登録する技術

を開発いたしました。メカコンポーネント関連では、オフィスや商業施設で案内や搬送などの作業支援を行なうサービスロボッ

トの実用機 enon（エノン）を、㈱富士通研究所と共同で開発いたしました。このロボットは、従来型にくらべ小型・軽量化し、

安全機能を強化しております。 

 流通システム関係では、お客様満足度の向上と店舗運用の効率化を目指し、国内の店舗環境と商品特性に配慮して機能性、利

便性を高めたセルフチェックアウトシステムの提供を開始いたしました。 

 産業・公共システム関係では、薄くて曲がり、明るくカラー表示が可能な世界初の電子ペーパーを、富士通㈱および㈱富士通

研究所と共同で開発いたしました。書き換え時以外は電力を必要としない低消費電力性と紙のように扱える自由度の高さにより

様々なシーンでの活用が見込めるため、注目を集めております。 

 ソフト・サービス関係では、金融ソリューション関連で、e-文書法に対応し、電子署名・暗号化などのセキュリティ技術を組

み合わせることで、電子文書および紙文書電子化の際に原本性を確保した電子ファイリングシステムパッケージセキュアファイ

リングＡＥ を発表いたしました。また、ＦＡＸの送受信を一元管理し、番号の押し間違いなどの人的ミスによる情報漏えいを防

ぐＦＡＸ誤送信防止システムを開発いたしました。 

 本年4月にＵＨＦ帯が開放されたＲＦＩＤの分野では、書き込み制限や暗号化などを可能にすることでセキュリティ機能を強化

したＲＦＩＤタグ、およびロングレンジのリーダライタなどを開発するとともに、関連するソフトウェアやサービスなどの製品

群により一貫したソリューションを提供するTagFront（タグフロント）の販売を開始いたしました。また、プライバシー保護に

よる安全性や耐水性を強化したアクティブタグおよびリーダライタを製品化いたしました。 

* FeliCa：ソニー㈱が開発した非接触ICカードの技術方式。（FeliCaはソニー㈱の登録商標です。） 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画しておりました重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。 

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 43,600,000 

計 43,600,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 24,015,162 24,015,162
東京証券取引所
（市場第二部） 

権利内容に何ら
限定のない当社
における標準と
なる株式 

計 24,015,162 24,015,162 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日 
～ 

平成17年９月30日 
－ 24,015,162 － 8,457 － 8,222



(4）【大株主の状況】 

（注） マラソン・アセット・マネジメント・リミテッド(現：マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピー)から、平成

16年6月2日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成16年4月30日現在で2,073千株を保有している旨の

報告を受けておりますが、当社として当中間期末現在（平成17年9月30日現在）における所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりでありま

す。 

大量保有者        マラソン・アセット・マネジメント・リミテッド(現：マラソン・アセット・マネジメント・

エルエルピー) 

住所           英国WC2H9EAロンドン、アッバー・セントマーティンズ・レーン5、オリオン・ハウス 

保有株式数        2,073,600株 

発行済株式に対する割合  8.63％ 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

富士通株式会社 
神奈川県川崎市中原区上小田中4丁目1番1
号 

12,775 53.2 

モルガンスタンレーアンドカ
ンパニーインターナショナル
リミテッド（常任代理人 モ
ルガン・スタンレー証券会社
東京支店） 

イギリス 
  
（東京都渋谷区恵比寿4丁目20番3号恵比寿
ガーデンプレイスタワー） 

407 1.7 

メロンバンクトリーティーク
ライアンツオムニバス（常任
代理人 香港上海銀行東京支
店） 

アメリカ 
  
（東京都中央区日本橋3丁目11番1号） 

340 1.4 

インベスターズバンクカスト
ディアルサービセズアイルラ
ンド（常任代理人 スタンダ
ードチャータード銀行） 

アイルランド 
  
（東京都千代田区永田町2丁目11番1号山王
パークタワー21階） 

314 1.3 

トラック（常任代理人 株式
会社東京三菱銀行） 

アラブ首長国連邦 
（東京都千代田区丸の内2丁目7番1号カス
トディ業務部） 

309 1.3 

株式会社みずほ銀行（常任代
理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社） 

東京都中央区晴海1丁目8番12号晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーZ棟 

279 1.2 

ステートストリートバンクア
ンドトラストカンパニー
505019（常任代理人 株式会
社みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室） 

アイルランド 
  
（東京都中央区日本橋兜町6番7号） 

253 1.1 

富士通フロンテック従業員持
株会 

東京都稲城市矢野口1776番地 240 1.0 

日本証券金融株式会社 東京都中央区茅場町1丁目2番10号 221 0.9 

ステートストリートバンクア
ンドトラストカンパニー
505103（常任代理人 株式会
社みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室） 

アメリカ 
  
（東京都中央区兜町6番7号） 

217 0.9 

計 － 15,358 64.0 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  17,500 －
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式23,950,800 239,508 同上 

単元未満株式 普通株式  46,862 － 同上 

発行済株式総数 24,015,162 － － 

総株主の議決権 － 239,508 － 

     平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

富士通フロンテック株式
会社 

東京都稲城市矢野口
1776番地 

17,500 － 17,500 0.07

計 － 17,500 － 17,500 0.07

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,474 1,285 1,355 1,420 1,247 1,248 

最低（円） 1,041 1,053 1,083 1,203 1,100 1,131 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規制等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、

改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規制等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び前

中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

て、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    1,760 1,651  1,600 

２．預け金    14,185 4,402  6,828 

３．受取手形及び売掛
金 

   15,645 15,953  16,384 

４．たな卸資産    9,867 13,441  10,896 

５．繰延税金資産    1,001 1,190  975 

６．その他    690 1,144  1,330 

貸倒引当金    △10 △4  △14 

流動資産合計    43,140 78.7 37,780 71.0  38,001 73.6

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物及び構築物   4,000  3,866 3,908  

(2）機械装置及び運
搬具 

  748  645 700  

(3）工具器具及び備
品 

  1,968  2,559 2,100  

(4）土地   2,028  2,048 2,037  

(5）建設仮勘定   38  73 29  

有形固定資産合計    8,784 16.0 9,193 17.3  8,776 17.0

２．無形固定資産       

(1）ソフトウエア   1,122  2,712 1,707  

(2）連結調整勘定   －  891 990  

(3）その他   8  224 14  

無形固定資産合計    1,131 2.1 3,828 7.2  2,712 5.3

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   261  684 259  

(2）繰延税金資産   1,280  1,211 1,348  

(3）その他   473  728 752  

貸倒引当金   △253  △246 △246  

投資その他の資産
合計 

   1,762 3.2 2,377 4.5  2,112 4.1

固定資産合計    11,677 21.3 15,400 29.0  13,601 26.4

Ⅲ 繰延資産    0 0.0 0 0.0  0 0.0

資産合計    54,818 100.0 53,181 100.0  51,603 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

   16,161 14,534  14,275 

２．短期借入金    1,349 1,029  1,224 

３．未払法人税等    991 300  303 

４．その他    4,444 4,741  4,335 

流動負債合計    22,947 41.9 20,606 38.8  20,137 39.0

Ⅱ 固定負債       

１．長期未払金    － 1,141  － 

２．退職給付引当金    1,577 2,084  2,084 

３．役員退職慰労引当
金 

   96 116  122 

４．確定拠出年金移行
時未払金 

   1,859 1,183  1,290 

５．その他    5 6  5 

固定負債合計    3,538 6.4 4,533 8.5  3,503 6.8

負債合計    26,485 48.3 25,139 47.3  23,641 45.8

        

（少数株主持分）       

少数株主持分    1 0.0 0 0.0  0 0.0

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    8,457 15.4 8,457 15.9  8,457 16.4

Ⅱ 資本剰余金    8,222 15.0 8,222 15.4  8,222 15.9

Ⅲ 利益剰余金    11,952 21.8 11,632 21.9  11,596 22.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   43 0.1 97 0.2  59 0.1

Ⅴ 為替換算調整勘定    △335 △0.6 △357 △0.7  △365 △0.7

Ⅵ 自己株式    △8 △0.0 △12 △0.0  △11 △0.0

資本合計    28,332 51.7 28,040 52.7  27,960 54.2

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   54,818 100.0 53,181 100.0  51,603 100.0

        



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    50,538 100.0 39,705 100.0  87,040 100.0

Ⅱ 売上原価    39,134 77.4 31,549 79.5  68,466 78.7

売上総利益    11,404 22.6 8,156 20.5  18,574 21.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  7,583 15.0 7,324 18.4  14,010 16.1

営業利益    3,820 7.6 832 2.1  4,564 5.2

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   5  3 10  

２．受取配当金   2  22 3  

３．受取手数料   11  － －  

４．為替差益   94  27 103  

５．雑収入   42 156 0.3 96 149 0.4 131 248 0.3

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   31  30 58  

２．たな卸資産廃却損   274  227 355  

３．固定資産廃却損 ※２ 28  14 60  

４．退職給付積立不足
等償却額 

  178  192 302  

５．出向者人件費負担
額 

  115  95 173  

６．雑支出   17 646 1.3 38 598 1.5 52 1,002 1.2

経常利益    3,330 6.6 383 1.0  3,810 4.4

Ⅵ 特別利益       

１．貸倒引当金戻入益   35  10 39  

２．前期損益修正益   － 35 0.0 23 34 0.1 － 39 0.0



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失       

１．投資有価証券評価
損 

  －  6 28  

２．事業構造改善費用 ※３ －  － 621  

３．退職金・年金制度
変更に伴う損失 

  638  － 638  

４．その他   2 640 1.3 8 15 0.1 14 1,304 1.5

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   2,725 5.4 402 1.0  2,545 2.9

法人税、住民税及
び事業税 

  953  270 633  

法人税等調整額   △70 883 1.7 △104 166 0.4 281 914 1.1

少数株主利益又は
少数株主損失
（△） 

   0 0.0 △0 △0.0  △0 △0.0

中間（当期）純利
益 

   1,842 3.6 235 0.6  1,631 1.9

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    8,222 8,222  8,222

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   8,222 8,222  8,222

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    10,309 11,596  10,309

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   1,842 1,842 235 235 1,631 1,631

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   144 143 288 

２．役員賞与   56 200 56 199 56 344

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   11,952 11,632  11,596

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  2,725 402 2,545 

減価償却費   1,036 1,488 2,066 

退職給付引当金の増
加額（△減少額） 

  △1,310 △8 △1,404 

役員退職慰労引当金
の増加額（△減少
額） 

  5 △5 23 

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

  △30 △10 △36 

受取利息及び受取配
当金 

  △8 △25 △14 

支払利息   31 30 58 

為替差損益   △23 6 △31 

投資有価証券評価損   － 6 28 

固定資産廃却損   28 14 62 

固定資産売却損   0 － 0 

売上債権の減少額
（△増加額） 

  9,176 471 10,545 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

  397 △2,478 △27 

未払費用の増加額
（△減少額） 

  △3 216 △146 

仕入債務の増加額
（△減少額） 

  △4,212 196 △6,465 

確定拠出年金移行時
未払金の増加額（△
減少額） 

  1,859 △124 1,290 

その他   △766 △278 △1,438 

役員賞与の支払額   △56 △56 △56 

小計   8,849 △155 7,002 

利息及び配当金の受
取額 

  9 26 14 

利息の支払額   △28 △30 △55 

法人税等の支払額   △1,597 △63 △2,401 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  7,232 △223 4,560 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の払戻しに
よる収入 

  － 25 － 

定期預金の預入によ
る支出 

  △1 － － 

投資有価証券取得に
よる支出 

  － △367 － 

投資有価証券の売却
等による収入 

  － 1 0 

有形固定資産の取得
による支出 

  △657 △639 △2,002 

有形固定資産の売却
による収入 

  － － 1 

無形固定資産の取得
による支出 

  △197 △776 △815 

新規連結子会社株式
取得による支出 

  － － △2,484 

その他投資活動によ
る収入 

  15 38 31 

その他投資活動によ

る支出 
  △15 △9 △82 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △855 △1,728 △5,352 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額 

  398 △250 186 

自己株式の取得によ
る支出 

  △1 △1 △4 

配当金の支払額   △144 △143 △288 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  253 △395 △105 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  23 △2 30 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

  6,653 △2,349 △866 

Ⅵ 現金及び現金同等物期
首残高 

  9,240 8,373 9,240 

Ⅶ 現金及び現金同等物中
間期末（期末）残高 

※ 15,893 6,023 8,373 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

以下の子会社７社すべてを連結し

ております。 

以下の子会社８社すべてを連結し

ております。 

以下の子会社８社すべてを連結

しております。 

  ① FKM Co.,Ltd. 

② FUJITSU DIE-TECH 

CORPORATION OF THE 

PHILLIPPINES 

③ KIDEN DEVELOPMENT 

CORPORATION OF THE 

PHILLIPPINES 

④ 株式会社ライフクリエイト 

⑤ 富士通フロンテックカストマ

サービス株式会社 

⑥ 株式会社プロダクトサービス

エンタープライズ 

⑦ 富士通先端科技（上海）有限

公司 

① FKM Co.,Ltd. 

② FUJITSU DIE-TECH 

CORPORATION OF THE 

PHILLIPPINES 

③ KIDEN DEVELOPMENT 

CORPORATION OF THE 

PHILLIPPINES 

④ ㈱ライフクリエイト 

⑤ 富士通フロンテックカストマ

サービス㈱ 

⑥ ㈱プロダクトサービスエンタ

ープライズ 

⑦ 富士通先端科技(上海)有限公

司 

⑧ ㈱富士通フロンテックシステ

ムズ 

① FKM Co.,Ltd. 

② FUJITSU DIE-TECH 

CORPORATION OF THE 

PHILLIPPINES 

③ KIDEN DEVELOPMENT 

CORPORATION OF THE 

PHILLIPPINES 

④ ㈱ライフクリエイト 

⑤ 富士通フロンテックカストマ

サービス㈱ 

⑥ ㈱プロダクトサービスエンタ

ープライズ 

⑦ 富士通先端科技(上海)有限公

司 

⑧ ㈱富士通フロンテックシステ

ムズ 

 上記のうち、㈱富士通フロンテ

ックシステムズについては、当連

結会計年度において、全株式を取

得し、子会社としたことにより、

連結の範囲に含めることといたし

ました。 

なお株式のみなし取得日を当連結

会計年度末としたため、貸借対照

表のみを連結しております。 

２．持分法の適用に関する

事項 

該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

連結子会社のうち、富士通先端科

技（上海）有限公司の中間決算日

は6月30日であります。中間連結

財務諸表の作成にあたって、この

会社については、中間連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく中

間財務諸表を使用しております。 

同左 連結子会社のうち、富士通先端科

技（上海）有限公司の決算日は12

月31日であります。連結財務諸表

の作成にあたって、この会社につ

いては、連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を使用

しております。 

４．会計処理基準に関する

事項 

      

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

(イ）満期保有目的の債券 (イ）満期保有目的の債券 (イ）満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法） 同左 同左 

  (ロ）その他有価証券 (ロ）その他有価証券 (ロ)その他有価証券 

  時価のあるもの 同左 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定しており

ます。） 

  連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定してお

ります。） 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  時価のないもの   時価のないもの 

  移動平均法による原価法   移動平均法による原価法 

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  (イ）製品・仕掛品 (イ）製品・仕掛品 (イ）製品・仕掛品 

  個別法および総平均法によ

る原価法 

同左 同左 

  (ロ）原材料・貯蔵品 (ロ）原材料・貯蔵品 (ロ）原材料・貯蔵品 

  先入先出法による原価法 同左 同左 

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

当社および国内連結子会社で

は定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法を

採用しております。 

なお、在外連結子会社は所在

地国の会計基準の規定に基づ

き、FUJITSU DIE-TECH 

CORPORATION OF THE PHIL-

IPPINES、富士通先端科技

（上海）有限公司では定額

法、FKM Co.,Ltd.では定率法

によっております。 

同左 同左 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

  建物及び構築物 建物及び構築物 建物及び構築物 

  15～40年 15～47年 15～47年 

  機械装置及び運搬具 機械装置及び運搬具 機械装置及び運搬具 

  4～10年 10～15年 10～15年 

   工具器具及び備品 工具器具及び備品 

   2～10年 2～10年 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  市場販売目的のソフトウエア

については、見込販売数量に

基づく償却額と残存有効期間

（３年）に基づく均等配分額

と比較し、いずれか大きい額

を当中間連結会計期間償却額

としております。 

自社利用のソフトウエアにつ

いては社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

その他の無形固定資産につい

ては、定額法を採用しており

ます。 

なお、在外連結子会社は所在

地国の会計基準の規定に基づ

く定額法によっております。 

同左 市場販売目的のソフトウェア

については、見込販売数量に

基づく償却額と残存有効期間

（３年）に基づく均等配分額

と比較し、いずれか大きい額

を当連結会計年度償却額とし

ております。 

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

その他の無形固定資産につい

ては、定額法を採用しており

ます。 

なお、在外連結子会社は所在

地国の会計基準の規定に基づ

く定額法によっております。 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

なお、在外連結子会社につい

ては、その回収可能性を勘案

した所要見積額を計上してお

ります。 

同左 同左 

  ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異

（3,798百万円）については10

年による按分額を費用処理し

ております。数理計算上の差

異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存

勤務期間による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

従業員の退職給付に備えるた

め当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異

（3,798百万円）については10

年による按分額を費用処理し

ております。数理計算上の差

異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存

勤務期間による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

従業員の退職給付に備えるた

め当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差異

（3,798百万円）については

10年による按分額を費用処理

しております。数理計算上の

差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残

存勤務期間による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

  （追加情報）   （追加情報） 

  当社は、従来の退職一時金制

度および適格退職年金制度の

見直しを行い、平成17年2月1

日より退職一時金制度の一部

について確定拠出年金制度へ

移行するため、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針

第1号）を適用しております。

この制度改定に伴う損失638百

万円は、「退職金・年金制度

変更に伴う損失」として、特

別損失に計上しております。 

  当社は、従来の退職一時金制

度および適格退職年金制度の

見直しを行い、平成17年2月1

日より退職一時金制度の一部

について確定拠出年金制度へ

移行するため、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針

第1号）を適用しておりま

す。この制度改定に伴う損失

638百万円は、「退職金・年

金制度変更に伴う損失」とし

て、特別損失に計上しており

ます。 

  ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規

程に基づく中間連結期末要支

給額を計上しております。 

同左 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規

程に基づく連結期末要支給額

を計上しております。 



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。 

なお、在外子会社の資産およ

び負債は、中間連結決算日の

直物為替相場により円貨に換

算し、収益および費用は期中

平均相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分

および資本の部における為替

換算調整勘定に含めておりま

す。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

なお、在外子会社の資産およ

び負債は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益および費用は期中平

均相場により円貨に換算し、

換算差額は少数株主持分およ

び資本の部における為替換算

調整勘定に含めております。 

(5）重要なリース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）その他中間連結財務

諸表（連結財務諸

表）作成のための基

本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

税抜き方式によっておりま

す。 

① 消費税等の会計処理方法 

同左 

① 消費税等の会計処理方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結キ

ャッシュ・フロー計算

書）における資金の範

囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金および容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影

響はありません。 

───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 
16,516百万円 18,293百万円 17,235百万円 

 ２．当座貸越契約 当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行５行

と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行５行

と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行５行

と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

  
  
当座貸越極度額 4,635百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 4,635百万円

当座貸越極度額 4,635百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 4,635百万円

当座貸越極度額 4,635百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 4,635百万円

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理

費 

      

主な費目及び金額 
  
発送費  416百万円

従業員給与手当  1,692百万円

福利厚生費  340百万円

従業員賞与  594百万円

退職給付引当金繰
入額 

 95百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

 19百万円

試作材料費  1,896百万円

商品修理費  650百万円

発送費  366百万円

従業員給与手当  1,986百万円

福利厚生費  603百万円

従業員賞与  794百万円

退職給付引当金繰
入額 

 119百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

 25百万円

試作材料費  1,131百万円

商品修理費  495百万円

発送費  750百万円

従業員給与手当  3,323百万円

福利厚生費  686百万円

従業員賞与  1,117百万円

退職給付引当金繰
入額 

 186百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

 39百万円

試作材料費  3,518百万円

商品修理費  1,265百万円

※２．固定資産廃却損の内

訳 

建物及び構築物  0百万円

機械装置及び運搬

具 

 
7百万円

工具器具及び備品  17百万円

ソフトウェア  2百万円

 計  28百万円

建物及び構築物  2百万円

機械装置及び運搬

具 

 
2百万円

工具器具及び備品 7百万円

ソフトウェア  1百万円

 計  14百万円

建物及び構築物  0百万円

機械装置及び運搬

具 

 
8百万円

工具器具及び備品  45百万円

ソフトウェア  5百万円

 計  60百万円

※３．事業構造改善費用の

内訳 

───── ───── たな卸資産廃却  380百万円

事務所等移転費用  160百万円

特別退職加算金  55百万円

その他  25百万円

 計  621百万円



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  

  

  (百万円)

現金及び預金勘定 1,760 

預け金勘定 14,185 

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△52 

現金及び現金同等物 15,893 

  

  

  (百万円)

現金及び預金勘定 1,651 

預け金勘定 4,402 

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 

△30 

現金及び現金同等物 6,023 

  (百万円)

現金及び預金勘定 1,600 

預け金勘定 6,828 

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金 △55 

現金及び現金同等物 8,373 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械
装置
及び
運搬
具 

12 5 7

工具
器具
及び
備品 

137 73 64

ソフ
トウ
ェア 

23 13 10

合計 174 92 81

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具
器具
及び
備品 

137 100 37

その
他 

32 21 10

合計 169 121 48

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具
器具
及び
備品 

137 86 50

その
他 

36 22 14

合計 174 109 64

  （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注） 

同左 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  
  
１年内 33百万円

１年超 48百万円

合計 81百万円

１年内 31百万円

１年超 16百万円

合計 48百万円

１年内 32百万円

１年超 32百万円

合計 64百万円

  （注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

（注） 

同左 

（注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

  (3）支払リース料および減価償却費

相当額 

(3）支払リース料および減価償却費

相当額 

(3）支払リース料および減価償却費

相当額 

  
  
支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 17百万円

支払リース料 16百万円

減価償却費相当額 16百万円

支払リース料 34百万円

減価償却費相当額 34百万円

  (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

  

同左 

  

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前中間連結会計期間において、有価証券について28百万円（その他有価証券で時価のない株式28百万円）の減損処理を行っており

ます。 

  

当中間連結会計期間（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間において、有価証券について6百万円（その他有価証券で時価のない株式6百万円）の減損処理を行っておりま

す。 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 33 106 73 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 33 106 73 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

（1）満期保有目的の債券 

  非上場外国債券 16 

（2）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 138 

  取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 400 565 164 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 400 565 164 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

（1）満期保有目的の債券 

  非上場外国債券 16 

（2）その他有価証券 

非上場株式 102 



前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当連結会計年度において、有価証券について28百万円（その他有価証券で時価のない株式28百万円）の減損処理を行っておりま

す。 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 33 133 100 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 33 133 100 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

（1）満期保有目的の債券 

  非上場外国債券 18 

（2）その他有価証券 

非上場株式 109 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、当連結グループは、電気機械器具の製造・販

売を行う単一の事業活動を営んでいるため、該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  

  
日本 

（百万円） 
アジア
（百万円） 

計
（百万円） 

消去または全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 48,284 2,253 50,538 － 50,538

(2)セグメント間の内部売上高 1,737 2,411 4,148 （4,148） －

計 50,022 4,664 54,687 （4,148） 50,538

営業費用 45,505 4,553 50,059 （3,341） 46,718

営業利益 4,516 111 4,627 （807） 3,820

  
日本 

（百万円） 
アジア
（百万円） 

計
（百万円） 

消去または全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 37,311 2,394 39,705 － 39,705

(2)セグメント間の内部売上高 1,154 1,515 2,669 （2,669） －

計 38,465 3,910 42,375 （2,669） 39,705

営業費用 36,705 3,908 40,613 （1,739） 38,873

営業利益 1,760 1 1,762 （930） 832



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……フィリピン、韓国、中国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア……台湾、タイ、シンガポール、フィリピン、韓国、中国 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  
日本 

（百万円） 
アジア
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 81,824 5,215 87,040 － 87,040

(2）ゼグメント間の内部売上高 3,446 3,689 7,135 （7,135） －

計 85,271 8,905 94,176 （7,135） 87,040

営業費用 79,178 8,830 88,008 （5,531） 82,476

営業利益 6,093 75 6,168 （1,603） 4,564

    
前中間連結会計期間
（百万円） 

当中間連結会計期間
（百万円） 

前連結会計年度
（百万円） 

主な内容 

  
消去又は全社の項
目に含めた配賦不
能営業費用 

929 1,043 1,855
総務・経理部門
等の管理部門に
係る費用 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,446 585 3,031 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 50,538 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 4.8 1.2 6.0 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,961 1,148 4,110 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 39,705 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 7.5 2.9 10.4 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,536 1,528 7,064 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 87,040 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 6.4 1.8 8.1 



（１株当たり情報） 

（注）1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

項目 
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,180円45銭 1,168円48銭 1,162円75銭

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
76円77銭 9円83銭 65円65銭

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりませ

ん。 

  
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間(当期)純利益（百万円） 1,842 235 1,631 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ──── ──── 56 

（うち利益処分による役員賞与金）（百万円） （－) （－) （56)

普通株式に係る中間(当期)純利益（百万円） 1,842 235 1,575 

期中平均株式数（千株） 24,001 23,998 24,001 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 平成16年10月18日、当社の親会社である富士通株式会社（本社：東京都港区、社長：黒川博昭、以下 富士通）より富士

通のＡＴＭ・ＰＯＳなど専用端末事業の一部および富士通が保有するシステム開発会社「株式会社富士通ターミナルシステ

ムズ（本社：群馬県前橋市、社長：池田信一、以下 富士通ターミナルシステムズ）」の全株式を譲り受けることで基本合

意に達しました。 

(1）譲り受け目的 

 当社、富士通、富士通ターミナルシステムズの３社に分散しておりましたＡＴＭ・ＰＯＳなどの専用端末事業を当社

に集約し、ハードの開発、製造、システム開発から運用などのサービス業務まで一貫化した体制を構築するためであり

ます。 

(2）譲り受ける相手会社の名称 

富士通株式会社 

(3）譲り受ける事業の内容 

 ＡＴＭ・ＰＯＳなどの専用端末のソフト・サービス事業および富士通ターミナルシステムズ（事業内容：金融・流

通向け情報処理関連機器のハード・ソフトウエアの開発、販売およびこれらのコンサルティング業務）の全株式 

(4）その他 

 今後、富士通と事業統合ならびに株式譲渡に関する具体的な条件の検討を行い、2005年２月１日に正式な契約を締結

する予定であります。 

  

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   1,014  1,238 1,064  

２．預け金   14,185  4,214 6,476  

３．受取手形   166  183 120  

４．売掛金   15,213  15,688 13,929  

５．たな卸資産   8,562  11,589 9,006  

６．繰延税金資産   968  984 788  

７．その他   1,468  1,767 2,346  

貸倒引当金   △3  △0 △6  

流動資産合計    41,576 77.0 35,665 67.1  33,727 68.7

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物及び構築物   3,684  3,532 3,583  

(2）機械装置及び運
搬具 

  596  499 536  

(3）工具器具及び備
品 

  1,733  2,215 1,735  

(4）土地   1,806  1,806 1,806  

(5）建設仮勘定   38  73 29  

有形固定資産合計    7,859 14.6 8,127 15.3  7,691 15.6

２．無形固定資産    1,115 2.1 2,918 5.5  1,507 3.1

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   244  668 243  

(2）関係会社株式   1,476  4,316 4,316  

(3）関係会社出資金   200  200 200  

(4）関係会社長期貸
付金 

  137  160 196  

(5）繰延税金資産   1,273  960 1,077  

(6）その他   333  375 383  

貸倒引当金   △253  △246 △246  

投資その他の資産
合計 

   3,413 6.3 6,434 12.1  6,170 12.6

固定資産合計    12,388 23.0 17,481 32.9  15,369 31.3

資産合計    53,964 100.0 53,147 100.0  49,097 100.0

              



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   601  394 618  

２．買掛金   15,701  14,894 13,418  

３．未払費用   1,808  1,973 1,647  

４．その他 ※２ 3,288  2,700 1,840  

流動負債合計    21,398 39.6 19,962 37.6  17,524 35.7

Ⅱ 固定負債       

１．長期未払金   －  1,606 －  

２．退職給付引当金   1,381  1,196 1,262  

３．役員退職慰労引当
金 

  96  116 114  

４．確定拠出年金移行
時未払金 

  1,859  1,183 1,290  

固定負債合計    3,337 6.2 4,103 7.7  2,667 5.4

負債合計    24,736 45.8 24,066 45.3  20,192 41.1

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    8,457 15.7 8,457 15.9  8,457 17.2

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   8,222  8,222 8,222  

資本剰余金合計    8,222 15.2 8,222 15.4  8,222 16.8

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   347  347 347  

２．任意積立金   10,148  11,320 10,148  

３．中間（当期）未処
分利益 

  2,016  647 1,679  

利益剰余金合計    12,513 23.2 12,315 23.2  12,176 24.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   43 0.1 97 0.2  59 0.1

Ⅴ 自己株式    △8 △0.0 △12 △0.0  △11 △0.0

資本合計    29,228 54.2 29,081 54.7  28,904 58.9

負債・資本合計    53,964 100.0 53,147 100.0  49,097 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    49,748 100.0 38,259 100.0  84,741 100.0

Ⅱ 売上原価 ※５  38,340 77.1 30,796 80.5  66,231 78.2

売上総利益    11,408 22.9 7,463 19.5  18,510 21.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※５  7,708 15.5 6,748 17.6  14,082 16.6

営業利益    3,699 7.4 714 1.9  4,427 5.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  153 0.3 232 0.6  226 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  613 1.2 472 1.3  940 1.1

経常利益    3,240 6.5 473 1.2  3,713 4.4

Ⅵ 特別利益 ※３  35 0.1 29 0.1  39 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  638 1.3 14 0.0  1,291 1.5

税引前中間（当
期）純利益 

   2,637 5.3 489 1.3  2,460 2.9

法人税、住民税及
び事業税 

  947  255 599  

法人税等調整額   △56 891 1.8 △105 149 0.4 307 907 1.1

中間（当期）純利
益 

   1,746 3.5 339 0.9  1,553 1.8

前期繰越利益    270 307  270 

中間配当額    － －  144 

中間（当期）未処
分利益 

   2,016 647  1,679 

          



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式および関連会社株

式 

子会社株式および関連会社株

式 

子会社株式および関連会社株

式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。） 

同左 期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定しており

ます。） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  製品・仕掛品 製品・仕掛品 製品・仕掛品 

  個別法及び総平均法による

原価法 

同左 同左 

  原材料・貯蔵品 原材料・貯蔵品 原材料・貯蔵品 

  先入先出法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

同左 同左 

  建物及び構築物 建物及び構築物 建物及び構築物 

  15～40年 15～47年 15～47年 

  機械装置及び運搬具 機械装置及び運搬具 機械装置及び運搬具 

  4～10年 10～15年 10～15年 

    工具器具及び備品 工具器具及び備品 

   2～10年 2～10年 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  市場販売目的のソフトウエア

については、見込販売数量に

基づく償却額と残存有効期間

（３年）に基づく均等配分額

と比較し、いずれか大きい額

を当中間期償却額としており

ます。 

自社利用のソフトウエアにつ

いては社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

その他の無形固定資産につい

ては、定額法を採用しており

ます。 

同左 市場販売目的のソフトウエア

については、見込販売数量に

基づく償却額と残存有効期間

（３年）に基づく均等配分額

と比較し、いずれか大きい額

を当期償却額としておりま

す。 

自社利用のソフトウエアにつ

いては社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

その他の無形固定資産につい

ては、定額法を採用しており

ます。 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異

（3,798百万円）については10

年による按分額を費用処理し

ております。数理計算上の差

異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理すること

としております。 

従業員の退職給付に備えるた

め当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異

（3,798百万円）については10

年による按分額を費用処理し

ております。数理計算上の差

異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理すること

としております。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異

（3,798百万円）について

は、10年による按分額を費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間による定

額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしており

ます。 

  （追加情報）   （追加情報） 

  当社は、従来の退職一時金制

度および適格退職年金制度の

見直しを行い、平成17年2月1

日より退職一時金制度の一部

について確定拠出年金制度へ

移行するため、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針

第1号）を適用しております。

この制度改定に伴う損失638百

万円は、「退職金・年金制度

変更に伴う損失」として、特

別損失に計上しております。

  当社は、従来の退職一時金制

度および適格退職年金制度の

見直しを行い、平成17年2月1

日より退職一時金制度の一部

について確定拠出年金制度へ

移行するため、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針

第1号）を適用しております。

この制度改定に伴う損失638百

万円は、「退職金・年金制度

変更に伴う損失」として、特

別損失に計上しております。

  (3）役員退職慰労金引当金 (3）役員退職慰労金引当金 (3）役員退職慰労金引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備

えて、役員退職慰労金規程に

基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

同左 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規

程に基づく期末要支給額を計

上しております。 



  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

（1）消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

（1）消費税等の会計処理方法 

同左 

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 
15,669百万円 16,973百万円 16,306百万円 

※２．消費税等 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺し、相殺後の金額は流動負債

の「その他」に含めて表示してお

ります。 

同左 ───── 

 ３．保証債務 関係会社 FKM Co., Ltd.の銀行

借入金に対する債務保証 

関係会社 FKM Co., Ltd.の銀行

借入金に対する債務保証 

関係会社 FKM Co., Ltd.の銀行

借入金に対する債務保証 

  1,349百万円 949百万円 1,153百万円 

  （14,000百万ウオン） （8,700百万ウオン） （11,000百万ウオン） 

  ───── 関係会社 富士通先端科技（上

海）有限公司の銀行借入金に対す

る債務保証 

関係会社 富士通先端科技（上

海）有限公司の銀行借入金に対す

る債務保証 

    80百万円 70百万円 

   (5百万元) (5百万元) 

 ４．当座貸越契約 当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行５行

と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行５行

と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行５行

と当座貸越契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

  
  
当座貸越極度額 4,635百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 4,635百万円

当座貸越極度額 4,635百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 4,635百万円

当座貸越極度額 4,635百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 4,635百万円



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はあり

ません。 

───── 



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項

目 

  
受取利息 13百万円

為替差益 96百万円

受取利息 10百万円

為替差益 66百万円

受取利息 24百万円

為替差益 77百万円

※２．営業外費用の主要項

目 

  
たな卸資産廃却損 274百万円

固定資産廃却損 27百万円

退職給付積立不足
等償却額 

178百万円

出向者人件費負担
額 

115百万円

たな卸資産廃却損 227百万円

固定資産廃却損 10百万円

退職給付積立不足
等償却額 

123百万円

出向者人件費負担
額 

95百万円

たな卸資産廃却損 355百万円

固定資産廃却損 59百万円

退職給付積立不足
等償却額 

302百万円

出向者人件費負担
額 

173百万円

※３．特別利益の主要項目 
  
貸倒引当金戻入益 35百万円 貸倒引当金戻入益 5百万円 貸倒引当金戻入益 39百万円

        

※４．特別損失の主要項目 
  

  

退職金・年金制度
変更に伴う損失 

638百万円

  

投資有価証券評価
損 

6百万円
退職金・年金制度
変更に伴う損失 

638百万円

投資有価証券評価
損 

28百万円

事業構造改善費用 621百万円

その他 2百万円

計 1,291百万円

        

※５．減価償却実施額 
  
有形固定資産 593百万円

無形固定資産 384百万円

有形固定資産 740百万円

無形固定資産 552百万円

有形固定資産 1,325百万円

無形固定資産 607百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械
装置
及び
運搬
具 

12 5 7 

工具
器具
及び
備品 

137 73 64 

ソフ
トウ
ェア 

23 13 10 

合計 174 92 81 

 

  

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具
器具
及び
備品 

137 100 37

その
他 

32 21 10

合計 169 121 48

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具
器具
及び
備品 

137 86 50

その
他 

36 22 14

合計 174 109 64

  （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）    同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  
  
１年内 33百万円

１年超 48百万円

合計 81百万円

  
１年内 31百万円

１年超 16百万円

合計 48百万円

１年内 32百万円

１年超 32百万円

合計 64百万円

  （注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

（注）    同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

  (3）支払リース料および減価償却費

相当額 

(3）支払リース料および減価償却費

相当額 

(3）支払リース料および減価償却費

相当額 

  
  
支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 17百万円

  
支払リース料 16百万円

減価償却費相当額 16百万円

支払リース料 34百万円

減価償却費相当額 34百万円

  (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは

ありません。 

  

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 平成16年10月18日、当社の親会社である富士通株式会社（本社：東京都港区、社長：黒川博昭、以下 富士通）より富士

通のＡＴＭ・ＰＯＳなど専用端末事業の一部および富士通が保有するシステム開発会社「株式会社富士通ターミナルシステ

ムズ（本社：群馬県前橋市、社長：池田信一、以下 富士通ターミナルシステムズ）」の全株式を譲り受けることで基本合

意に達しました。 

(1）譲り受け目的 

 当社、富士通、富士通ターミナルシステムズの３社に分散しておりましたＡＴＭ・ＰＯＳなどの専用端末事業を当社

に集約し、ハードの開発、製造、システム開発から運用などのサービス業務まで一貫化した体制を構築するためであり

ます。 

(2）譲り受ける相手会社の名称 

富士通株式会社 

(3）譲り受ける事業の内容 

 ＡＴＭ・ＰＯＳなどの専用端末のソフト・サービス事業および富士通ターミナルシステムズ 

（事業内容：金融・流通向け情報処理関連機器のハード・ソフトウエアの開発、販売およびこれらのコンサルティング

業務）の全株式 

(4）その他 

 今後、富士通と事業統合ならびに株式譲渡に関する具体的な条件の検討を行い、2005年２月１日に正式な契約を締結

する予定であります。 

  

当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  



(2）【その他】 

 平成17年10月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額・・・・・・・・144 百万円 

(ロ)１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・6円00銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成17年12月1日 

 （注）平成17年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第90期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月２４日

富士通フロンテック株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 鈴木 洋二  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 池上  玄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 種本  勇  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

富士通フロンテック株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、富士通フロンテック株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は富士通株式会社と専用端末の事業統合につき基本合意した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月２６日

富士通フロンテック株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 池上  玄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 種本  勇  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 唐木 秀明  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

富士通フロンテック株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、富士通フロンテック株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１２月２４日

富士通フロンテック株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 鈴木 洋二  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 池上  玄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 種本  勇  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

富士通フロンテック株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第９０期事業年度の中間会計期

間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、富士通フロンテック株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は富士通株式会社と専用端末の事業統合につき基本合意した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月２６日

富士通フロンテック株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 池上  玄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 種本  勇  印 

  
指定社員 

業務執行社員 

  

  
公認会計士 唐木 秀明  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

富士通フロンテック株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９１期事業年度の中間会計期

間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、富士通フロンテック株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。 
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